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要 旨
福岡に呼び寄せられた認知症高齢者が、転居先でその人らしく住み続けることができるように地域住民

が支援してきた活動を「認知症の人を支える環境づくり」とみなし、そのプロセスを人的・社会的環境介

入として考察した。その結果、地域福祉推進の一環としての認知症ケアに関して、認知症の人の環境変化

に対応した地域での支援には、生活圏域内の福祉サービス事業所と住民の連携とインフォーマル・サポー

トが必要であると提言している。
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１．研究の背景と目的

わが国における認知症高齢者数について、

２００２年の介護認定データ等を基に推計した結

果、「何らかの介護・支援を必要とする認知症

をもつ高齢者」（認知症高齢者の自立度Ⅱ以

上）は、２００２年では１４９万人であり、要介護者

認定者の約半数であった。そのうちの約半数は

在宅で生活している状況である１）。

認知症高齢者は２００７年に１６９万人、２０１７年に

２５０万人、２０２７年に３２３万人に達すると推計され

ている。また高齢者の独居世帯も急増してお

り、今後は在宅の認知症高齢者をどのように支

えていくかという議論とその展開による実践が

ますます重要になっている。

厚生労働省では認知症の人が尊厳をもって地

域で暮らし続けることを支える「地域づくり」

の重要性について住民が自らのこととして考え

ることにより、理解者、支援者の輪を広げるこ

とをねらいとして２００５年から「認知症を知り、

地域をつくる」キャンペーンを行っている。そ

して、毎年募集する地域活動実践報告のなかか

らモデル事業を推薦し、地域での認知症サポー

トの普及に努めている２）。

このような国の方針も受けて、認知症ケアは

介護現場のなかだけのことではなく、地域のな

かで認知症の人を支えるという姿勢が求めら

れ、地域福祉推進の一環として住民が取り組む

ことの重要性が認識されるようになってきた。

本研究では、福岡市において NPOが中心と

なって在宅の認知症高齢者をサポートしている

地域活動について、認知症高齢者への環境介入

という視点から分析する。環境介入は「環境に

おける行動であり、環境条件が与える影響力に

関する批判的分析を通しての個別的および集合

的な視点を変換させる過程の双方である」と定

義されている３）。ソーシャルワーク実践におい

て、人と環境の両方を包含する理論的枠組みを

発展させてきた基盤となるものは、システム理

論４）と生態学理論５）である。

本研究の環境介入の意味するものは、ICFの

視点による環境因子と個人因子の捉え方に根底

的に通じるものであるが、転居してきた認知症

高齢者が地域に住み続けることができるように

住民や介護専門職が具体的に行ってきた支援活
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動を、認知症の人を支えるための環境づくりと

みなして、そのプロセスを（人的・社会的・物

理的）６）環境介入とするものである。そのこと

により認知症の本人の環境変化に対応した地域

での支援について、認知症高齢者の社会性と生

活の継続を視野に、地域福祉推進の一環として

の認知症ケアについて一定の提言をすることを

目的としている。

なお、認知症と環境との関係については以下

のような研究報告があり、認知症の人が環境変

化に弱いという知見とともに、本研究を進めて

いく上でのベースとなっている。

高齢者の行動と彼らのおかれている環境との

関係については Lawtonによって「老齢期の環

境心理学」として学説化された。そして、介護

施設における物理的環境設定が治療や認知症の

進行を遅らせることに役立つということは経験

的・理論的に裏付けされている。しかし、環境

は物理的なものだけではなく、運営的、社会的

なものとの相互関係によって捉えられねばなら

ず、認知症に対する何らかの治療目標に向かっ

て環境整備するときも、それらのすべての面か

らの具体的対応が成果をもたらすとされてい

る７）。

また、認知症ケアのアプローチについて竹内

（２００８）は、認知症を精神障害として捉えるな

らば異常（症状）はつねに「疾病性」と「事例

性（状況）」の２つの要素からなるが、これら

両者からなる認知症高齢者の成り立ちが明らか

にされないままに脳の器質的変化である疾病性

のみが主役となっているところに問題があると

している８）。そして認知症の原因を脳の器質変

化、知能の低下、社会的環境要因としたうえで、

ブッセの「精神機能の解体を直接的に導くもの

は社会的環境要因である」を引用し、人間が心

理的人格的に安定するか否かは一義的に環境と

の安定した関係によるものであることを強調し

ている９）。

さらに、ケア論の立場から三好（２００４）は、

認知症に追い込まないためには「環境を変えな

いこと」と断言しており、やむなく環境を変え

ねばならない場合は、生活習慣を変えない、人

間関係を維持する、個性的空間や人間関係づく

りに取り組むことが必要であるとしている１０）。

しかし、認知症が進行していく本人にとって最

善の環境を、それら全ての側面から整えていく

ことは容易なことではないということも述べて

いる。

２．研究の方法

「呼び寄せ老人」である認知症高齢者（N氏）

が、転居先の地域社会に馴染み、家族との関係

を再構築し、その人らしく社会性を維持して生

活している事例を考察する。これまでの過程に

あった３度の危機をどのように乗り越えたかと

いう分析を通して、認知症の人の環境変化に対

応した地域での支援態勢に必要な要件を抽出す

る。さらに既存の概念や制度に捉われない地域

活動の実践から生み出された経験的知見に基づ

き、現行の介護施設サービス制度の評価を試み

る。

３．倫理的配慮

研究の対象となる高齢者の家族および利用し

ている福祉サービス事業所の施設長に対して、

研究の目的・内容・意義を説明し、事例として

採用することの承諾を得ている。

４．対象事例の地域住環境

認知症ケアの事例分析に入る前に、この対象

地域の住環境を、高齢社会のもつ課題との関連

およびそれらを解決していくための視点を探る

手がかりを得ることを目的に、都市社会学およ

び都市計画学（物理的環境）の視点から考察す

る。

― ニュータウンとしての特性 ―

事例のフィールドである福岡市南区長住団地

は大都市のベッドタウンとして福岡で最初に開

発されたニュータウンである。１９６０年代から７０

年初頭に開発された全国のニュータウン（千里
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ニュータウンや多摩ニュータウン）が共通して

持つ生活課題の一つが、入居時に３０代後半から

４０代を世帯主とする核家族の同質な世帯構成と

人口構成が、そのまま３０年～４０年の歳月を経

て、偏った年齢構成の高齢地域社会に一気に変

容したという社会特性である。さらにこれらの

ニュータウンの初期入居者は地方出身が多く、

地方に残してきた親を呼び寄せて同居・近居す

ることにより高齢化に一層拍車をかけてい

る１１）。

そして、これらのニュータウンが計画される

ときには、そのような高齢社会に必要とされる

福祉サービス施設を社会資源としてきっちりと

は位置づけていなかったという問題がある。そ

してまた、この４０年間に日本が歩んだ近代化と

車社会の急速な進展は、居住地域がもつべき利

便性と人間性のバランスを崩したという経緯が

ある。その結果、ペリーの「近隣住区論」１２）に

基づいて骨格形成されていた「住みよい街」の

アメニティ拠点であった近隣センター（商店街

や生活サービス施設）は本来の機能を失い、高

齢者にとっては住みにくいまちになってしまっ

ていると考えられる。

これらの問題解決へ向けての住民活動では、

千里ニュータウンの介護予防を目的とする

「友・友デイサービス」、多摩ニュータウンの

「NPO福祉亭」のサロン活動など空き店舗再

利用による高齢者サービス提供がある。また千

里の「BGみなみ」では分譲マンションの一室

を借り上げて認知症高齢者デイサービスを行っ

ている。筆者はこれらの実践現場を訪問しヒヤ

リング調査を行ってきたが、共通することは

ニュータウンに住んでいる住民自身がニーズに

気付いて活動を開始したことと、活動を始めて

みて新たにニュータウンの高齢者がもつ潜在的

問題を発見し、それへの対応活動を展開してき

たということである。ニュータウン計画を作成

するときには予想できなかった事態あるいは長

期的視点の欠落から生じた生活課題を、自ら解

決しようと立ち上がっている住民層がいるとい

うのもこの世代の共通点でもあり、市民社会の

成長による NPO活動などが成果を結ぶ地域特

性があるという見解をもつこともできる。

都市計画的（物理的環境）視点から、このよ

うなニュータウンの高齢社会への対応として、

筆者が提案できることは、開発当初の街がもっ

ていたフレームを再生・活用することによる高

齢社会に適したまちづくりの推進である。それ

は端的に言えば小学校区を基本単位として形成

された街は、小学１年生が歩いていける範囲内

に学校・公園や生活利便施設が整った街であ

り、そのスケールは、身体が老化し、車を運転

しなくなった高齢者に適合したスケールである

ということに注目して、元来の街の骨格を活か

した生活の場・まちづくりを具体化していくこ

とである。国土交通省が１９９９年から進めている

『歩いて暮らせる街づくり』構想１３）とも同じ理

念をもつものであり、その活用が望まれる。

認知症高齢者の住む街の都市計画的（物理

的）環境形成についての探究は、徘徊などへの

対応も含めて検討が始まったばかりであり１４）、

本研究においても研究背景にあるものという位

置づけに留めておく。

そして本研究で採りあげる事例の３度の危機

における環境介入の考察に入る。

５．「地域／生活環境」変化への対応－環境介

入�
離島から次女家族のいる福岡市に転居してき

た呼び寄せ老人である N氏について、地域住

民により運営される介護保険外のサービスを提

供する NPOが、夫婦と地域高齢者との間に顔

見知りの関係を築いてリロケーションダメージ

を最小限に抑えた事例を分析する。

「呼び寄せ老人」とは、都会で暮らす息子や

娘に呼ばれて住み慣れた地方から都会へと転居

する高齢者のことを意味するが、これは日本の

高度経済成長と都市化がもたらした一つの社会

現象である。また近年、高齢社会を背景に高齢

期の居住移動が着目されており、それは「快適
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さ（アメニティ）を求めての移動」「子供や親

族の近くへの転居」「援助を求めての移動」に

３分類できるとされている１５）が、後者２つが重

なっているのが呼び寄せ老人である。

ここで、「転居」に関する先行研究をレビュー

しておく。老年社会学では、安藤１６）が転居の自

発性と精神的健康の関係について分析し、非自

発的な転居は負の影響を生じることが多いと述

べている。また水野ら１７）は「呼び寄せ」に対す

る介護者の認識とその関連要因について、引越

準備期間と高齢者と介護者の人間関係の重要性

を報告している。川添ら１８）は介護問題を含む引

越の場合も本人の意思が尊重された引越の準備

が必要であることを述べている。そして工藤１９）

は都市部に引越した要介護高齢者の生活変化と

心身の状態を明らかにしたうえで、近隣との自

然な交流が持ちにくい都市部に引越した高齢者

のために、参加しやすい場づくりや民生委員な

どの身近な住民が「地域の組織に誘い出し仲間

に入れる」ような介入が求められると提案して

いる。また建築計画学では、山本２０）が「転居」

すること自体による精神的健康への直接的な影

響は鬱や生活満足度ではなく、孤独感に表れる

と指摘し、今後の研究課題としては転居に対す

る支援・転居後の適応に配慮した支援（地域コ

ミュニティへの関わり方等のソフト面の支援

等）の具体的なあり方を検討することを挙げて

いる。

これらの工藤と山本の今後の課題としての提

案は、呼び寄せ老人が転居後にスムーズに地域

環境に馴染み、精神的に安定するためには、転

居後の地域の住民が支援していくことの重要性

を指摘しており、本研究の意義を裏付けるもの

と言えよう。

地域での支援について一般には、自治会の老

人クラブへの入会や公民館活動への参加が提唱

されているが、それらは一定の規則とプログラ

ムにしたがっており、既に長年活動している地

元仲間が確立しているため、転入者には壁を感

じて入りくいという実情がある。また、手芸や

趣味といった余暇活動をきっかけにしない限り

その糸口がつかめないという問題もある。その

点、事例に挙げる NPOの民間デイサービスは

プログラムもなく、ただおしゃべりと歌を歌う

程度で、それまでの生活文化の違いや年齢、心

身の状況を問わない「何でもありの世界」と提

唱している高齢者の集いである。NPOのミッ

ションに従いつつ縛りのない自由さが、特に転

居高齢者や認知症および後期高齢者の参加をし

やすくしている。

また竹内は、認知症のきっかけに挙げられる

環境変化の要因は、転居、入院、施設への入所、

配偶者の死、職業からの引退であるとしてい

る２１）。なかでも転居は深刻であり、それが持つ

問題は、�もとの地域での生活のすべてを捨て
去る。�新しい土地での主として人間関係づく
りが、高齢者にとって困難。たとえ早い時期に

仲間づくりを勧めても方言が恥ずかしいなどの

悩みももつ。�近所付き合いの常識・ルールの
違い。�転居は住まい（建築環境）を変える。
慣れ親しんだ身体の一部のようになった住環境

の変化。�子ども世代との親子関係の再構築－
双方にとっての困難性、であると述べている。

N氏の場合もこれらの問題をすべて抱えていた

と言えよう。

N氏は、五島列島に暮らし、もともと鬱病の

症状があったが、定年退職後それがひどくなっ

たときに、妻が次女や親せきのいる福岡市へ転

居することを決め、次女家族の近くのマンショ

ンに暮らしはじめた。しかし、町内の理髪店に

行き、店を出て反対方向に歩いて行方不明と

なって、翌朝、脱水状態で見つかったこともあっ

た。

そのようなときに地域内の NPOのスタッフ

と次女が知り合いであったことから NPOが運

営する民間デイサービスに夫婦で通うように

なった。介護保険制度では要介護認定を受けた

利用者しかデイサービスを利用できないが、こ

こでは介護保険事業所ではない民間デイサービ

スの柔軟性を活かして、利用対象者とその介護
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者が一緒にサービスを利用できる。認知症の人

の状態は介護者の表情を鏡のように映す２２）と言

われているように、介護する人に余裕と笑顔が

もてるように支援することも大切である。母は

「娘のお荷物になりたくない」と言って、介護

を手伝うことを申し出ることはなかった。それ

ゆえに妻は介護の負担感と孤立感をもっていた

と考えられる。２３） 民間デイサービスに夫婦で通

い、スタッフが妻の愚痴を聞いたり、一人きり

の介護の孤立感から解放したりすることは認知

症ケアの重要なポイントのひとつである。

呼び寄せた子供以外に知り合いのいない土地

で、高齢転居者が新しい友人をつくることは非

常に困難であるが、NPOが夫婦と地域高齢者

との間に顔見知りの関係を段階的に築くように

継続的に努めた。それは、第１段階；NPO理

事を頼りにデイサービスに夫婦で通い始め、理

事たちが２人をケアしながら地元高齢者と結び

つける。このときは、夫婦は地域社会の外にい

る。第２段階；そこに集まる地域住民である高

齢者たちと話をするようになる。スタッフが笑

いを誘うような話題を提供し、生きてきた時代

が同じことから共感する２４）ことにより打ち解け

る。そしてこのデイサービスのなかに友人がで

きる。第３段階；NPOで知り合った人と買い

物先で立ち話をしたり、病院待合室で会ったと

きに挨拶したりするようになり、次第に地域社

会のなかに入っていく。第４段階；NPOの仲

介がなくても地域社会のなかで自分の生活を展

開できるようになり、次第に地域住民の一員と

なっていく。

そのようにしてデイサービスに通ううちに N

氏は皆と一緒に歌を歌ったりして表情も明るく

なっていった。さらに診察により認知症の診断

を受けてから、NPOは認知症専門ケアの宅老

所を紹介して、夫がそのデイサービスを利用す

る間は妻が NPOでボランティアをするように

なり、介護だけの生活から自分自身の時間と社

会での役割２５）をもてるようになった。

高齢者の転居による環境変化への対応には、

このように新しい地域／生活環境に馴染むま

で、第１に住民によるインフォーマルな段階

的・継続的支援、第２に介護家族も共に支える

ことが重要であるということを、要件として抽

出できた。

６．「介護環境」変化への対応－環境介入�
転居先での夫婦の生活が安定してきたころ、

妻が癌で１カ月入院することになった。このと

き、ケアマネジャーは、夫がショートステイを

利用すれば、多くの認知症高齢者に見られるよ

うに「急に慣れない施設環境に入れられること

による混乱」を招くであろうし、また、昼間通っ

ている宅老所に夜も泊まり続けるようになるこ

とにより周辺症状がでるようになった前例があ

るので、それらを避けようとした。そして何よ

り１カ月後に妻が退院してきたときに再度夫婦

の在宅生活が続けられるようにすることを目標

に、NPOおよび N氏が利用していた他のデイ

サービスのスタッフと、横浜に住む長女も呼

び、２人の姉妹と N氏の在宅生活を継続する

ための話し合いをもった。娘たちは離島の教育

環境の特性から、姉は中学から、妹は高校から

家を出ていた。したがって両親と過ごした時間

が少なく関係が希薄になっているうえに、久し

ぶりに一緒に暮らす目的が認知症介護であるた

め重荷となり、母の入院中に父親の介護を引き

受けることに躊躇した。後に行った次女へのヒ

ヤリングによると、この母娘の場合、幼少時か

ら相性の悪さと軋轢があり、親が近所に引っ越

してきて、次女は日常生活の手伝いはするもの

の、母から助けを求められることもなく、介護

を手伝ってこなかった。

そのとき、NPOのスタッフが「何かあった

ら私たちが駆けつけるから」と言ったことで、

姉妹の介護の不安感が和らぐとともに、近所の

人がそこまで言ってくれるのに娘の自分たちが

介護しないわけにはいかないと思い、長女が横

浜から来て１カ月余り滞在し、次女やその家族

と力を合わせて父親の世話をした。このことに

認知症高齢者への環境介入――転居先でその人らしく住み続ける認知症の人の事例分析を通して――
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より、それまで失われていた家族関係を再構築

し、妻が退院してからは、またもとの夫婦の生

活が再開できたとともに、近くに住む次女がそ

の後も継続的に介護を支援するようになった。

ケアマネジャーの先を見込んだ計画的配慮と

地域住民が介護を手伝うという申し出により、

N氏の生活の継続が可能となった。介護保険制

度は「介護の社会化」を唱え、それなりに意義

や効用があるが、一方では家族による介護放棄

もあり、認知症の人にとって有用な、専門職に

よる介護では補えない家族介護の部分も失われ

ている現状もある。生活圏域内の福祉サービス

事業所や地域住民が介入することにより、親子

関係に新しい風を入れつつ、介護不安のある家

族に「必要な時に実働する援助を約束するこ

と」の意義を見出すことができた。介護環境の

基盤に本来の家族関係を再建した介入であった

と言える。

７．「福祉サービス利用環境」の変化－環境介

入�
N氏の住む地域では、２００４年から「ふれあい

会」という地域住民による NPOと福祉サービ

ス事業所の連携組織があり、地域の高齢者問題

を共有して解決していこうという活動を行って

いる。

N氏の妻が白内障で１週間の入院が決まった

ときに、その間の N氏の生活環境およびリズ

ムを変えないためにどのようにするかの話し合

いがもたれた。当時、N氏は４か所のデイサー

ビスと２か所の泊まりを利用しており、自宅で

寝るのは週に４日間であった。次女が仕事をし

ている関係上、土日の２日間は介護できるが残

りの２日間は夜間の支援が必要であった。ふれ

あい会の話し合いの中で、N氏が利用している

複数の事業所職員がボランティアで２日間、N

氏の家に泊まりに行ってみようということに

なった。職員が利用者の自宅に泊まりに行く、

言ってみれば「逆ナイトケア」である。異なる

事業所職員がペアで一緒に一人の利用者と一晩

を過ごすという試みは、職員にとっては利用者

の自宅での様子を見たいという気もちもあった

が、それ以上に結果として N氏が家の主の顔

を見せてふるまったことに、「事業所では世話

になっている職員を、自宅では認知症の人が自

らもてなす」という行為に本人の社会性を再認

識した。また同じ経験をした事業所同士の結び

つきも強まり、予想以上の成果が得られた。「一

人の認知症の人の環境と生活リズムを変えな

い」という、そのことのために数人の職員がボ

ランティアで動くことによって、職員が利用者

を見る目も幅広くなり、次女との距離も近く

なった。

認知症の人が住みなれたまちに住み続けるた

めの環境づくりには、既存の方法以外にも多く

のアプローチがあるということを確認できたこ

とは、その後のケアのあり方により一層の柔軟

性をもたせるものとなった。

８．生活圏域内事業所連携とインフォーマルサ

ポートによる認知症高齢者支援

福祉サービスを提供する事業所は、介護保険

制度によって家族から介護を任される専門機関

と位置付けられている。介護に悩む家族はお金

を払って事業所に任せれば、それで問題は解決

し、本人がよりよい状態で生活できると思って

いる。しかし、多様で複雑な問題を抱える高齢
ふれあい会の構成図
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者を任された各事業所が、いつでもどのような

問題にも対処できるかと言えば決してそうでは

ない。その限界はどの事業所にもあると言えよ

う。しかし、利用者や家族に対してそれを見せ

るわけにはいかず、自分たちで問題を抱え込ん

でしまうという悪い状況に陥りがちである。そ

のようなときに同じ立場にある事業所同士や他

の社会資源、住民が、お互いに連携し助け合う

ことによって、一人ひとりの認知症高齢者の生

活の継続を可能にすることができる。「ふれあ

い会」の参加者は毎月の例会で、自分たちの抱

えている問題を出し合い、その解決に向かって

意見交換し、話し合いの結果を行動に移してい

くことを地道に行っている。それによりお互い

の信頼関係が築けるとともに、事業所としての

孤立感から逃れることもできる。認知症の人は

状況変化が大きく、突発的な対応を要すること

も多いため生活圏域内の多くの事業所や社会資

源が連携して支援することへのニーズが高いと

いえる。

また N氏の３度の環境変化の危機を乗り越

えてきたことに共通しているものはインフォー

マルサポートの力である。転居してきた高齢者

夫婦が地域に馴染むように支援したのは、介護

保険制度を利用しない民間デイサービスであ

り、主たる介護者の入院中の家族介護の再構築

を図ったのも地域住民の介入であり、また夜間

介護の必要な認知症の人の家にボランティアで

泊まりに行った事業所職員の行ったこともイン

フォーマルサポートである。

認知症の人の生活の継続を可能にする環境づ

くりにはこのような福祉サービス事業所連携と

インフォーマルサポートが必要であることが、

事例の分析・考察を通して検証できた。

９．認知症ケアの視点からみた小規模多機能居

宅介護について

２００６年に始まった小規模多機能居宅介護は地

域密着型で認知症ケアにもふさわしい柔軟な

サービスのように受け取られがちであるが、利

用者が一つの小規模多機能居宅介護に登録する

と他の事業所やサービスを使えなくなるという

規制は、認知症ケアにとって望ましくないと言

えるのではないだろうか。「『孤独』こそが認知

症の成り立ちの鍵を握る」２６）とする提唱と、「現

象としての孤独感は何らかの社会的関係の欠如

に関係する」２７）という論述を結びつけて考える

ならば、その社会的関係を多く創り出すこと、

すなわちいろいろな場所に出かけて行き、そこ

で自分の社会をもつ機会を与えることが孤独を

免れ、認知症ケアにつながると考えられる。

N氏の場合、生活圏域内の複数のデイサービ

スに曜日を変えて通うことによって、それぞれ

のところでお気に入りの職員を見つけ、いろい

ろな顔を見せながら自分の社会を広げている。

また職員同士は、お互いの事業所内での N氏

の様子を伝えあうことにより多くの気づきがあ

り、ケアの向上を目指すことができる。徘徊す

る高齢者がちょっとした隙にある事業所からい

なくなってしまった時に、お互いの共通の利用

者であるために、直ぐに他の事業所に連絡し

て、皆で捜索に出かけ早期発見したということ

もあった。

高齢者の性格や認知症の人の特性により固定

した範囲内の人間・社会関係のなかでケアする

ことが望ましい場合もあるが、複数のサービス

利用による多様な人々との出会いは、その人に

とって新しい社会を与える。自治体により内容

のバラツキはあるが、現行の規制は利用者が複

数の事業所を利用する幅広い選択権を奪い、高

齢者の社会性の保持や、認知症の人を地域で支

えることを阻害している面もある。宅老所の小

規模多機能ケアがもっていた良い点が、それが

「制度化」されて小規模多機能居宅介護が運用

されたことにより、歪められたと捉えることも

でき２８）、検討と改善が望まれる。

１０．結 論

環境変化に弱い認知症の人が、社会性を保ち

在宅生活を継続するためには、生活圏域内にあ
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る複数のサービス事業所・NPOや地域住民

が、本人の環境変化のニーズに応じ且つ長期的

視点で協働して支援態勢を築くことが必要であ

る。

本研究で採りあげたような、地域住民らのイ

ンフォーマルサポートの力を活用しながら「地

域／生活環境」「介護環境」「社会福祉サービス

利用環境」を整備していくプロセスに見出され

た「環境介入」を、地域福祉推進の一環として

の認知症ケアの一つのモデルとして提案した

い。

１１．今後の課題

研究の背景に述べたように、認知症の人のた

めのハード面での都市（物理的）環境づくりに

ついては未だ理論化されていない。これを研究

テーマにソフト面での人的・社会的環境介入と

関連させながら理論化すると同時に、それを通

して認知症ケアをより学際的に論述していくこ

とを今後の課題とする。
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